
青少年育成鳥取市民会議助成金交付要綱  

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、青少年育成鳥取市民会議助成金（以下「本助成金」という。）について、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本助成金は、青少年の健全育成に関する活動を行う団体を支援することにより、青

少年団体等の活性化と青少年の健全育成を図ることを目的として交付する。 

 

（助成対象団体） 

第３条 本助成金の交付の対象となる者（以下「助成対象団体」という。）は、別表第 1第 1

欄に掲げる事業の区分ごとに同表第 2欄に掲げる団体とし、同表第 1欄に掲げる（3）（4）

の事業を行う団体は会員から募り、選定する。 

 

（助成対象事業） 

第４条 助成の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、別表第 1第 1欄に掲げ

るものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、国または地方公共団体等から補助事業の対象となった事業

については、本助成金を交付しないこととする。 

 

（交付申請の時期） 

第５条 本助成金の交付申請は、会長が別に定める日までに行わなければならない。 

 

 （交付決定） 

第６条 本助成金の交付決定は、交付申請を受けた日から３０日以内に、助成金検討委員会

を設けて、決定する。  

   

（助成金検討委員会） 

第７条  助成金検討委員会は、委員５人以内で組織する。 

２ 助成金検討委員は、会長が選任する。 

 

（助成対象経費） 

第８条 本助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助成事業の

実施に要する経費で別表第 2に掲げるとおりとする。 

 

（助成金の算定等） 

第９条 本助成金は、別表第 1第 1 欄に掲げる事業の区分ごとにそれぞれ同表第 3欄に定め

るところにより算定し、予算の範囲内で交付する。 

 

 



 （雑則） 

第１０条  この要綱に定めるもののほか、本助成金について必要な事項は、会長が別に定め

る。 

 

  附則 

この要綱は、平成２６年６月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２８年２月９日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２９年５月１７日から施行する。 



別表第１（第３条、第４条、第９条関係） 

１ 助成対象事業 ２ 助成対象団体 ３ 助成金の額 ４ 備考 

（1） 地域活動助成事業 

 

青少年育成地区会議

（育成協議会） 

助成対象経費に１０分の１０を

乗じて得た額以内で算定した額

と４万円のいずれか低い額 

本表第 1欄（２）を実施

する団体へは助成金は交

付しない。 

（2）青少年のための明るいまちづくり事業 当該年度にモデル地

区に指定された青少

年育成地区会議（育

成協議会） 

助成対象経費に１０分の１０を

乗じて得た額以内で算定した額

と８万円のいずれか低い額 

 

（3）青少年団体活動助成事業 

・青少年健全育成のための地域間交流、世代間交流活動等 

・社会奉仕活動への参加 

（環境美化活動・環境保護・資源を大切にする運動等） 

青少年育成団体 助成対象経費に１０分の１０を

乗じて得た額以内で算定した額

と５万円のいずれか低い額 

 

（4）青少年非行防止助成事業 

・環境浄化活動 

（不良図書、有害物品の販売自粛、有害図書自販機の点検

および追放運動、通学路での子どもの見守り、あいさつ

運動、地域の清掃等美化活動の推進） 

・青少年非行防止のための活動 

（非行防止組織の確立、活動計画の樹立、非行防止のため

の研修会等） 

青少年育成団体 助成対象経費に１０分の１０を

乗じて得た額以内で算定した額

と５万円のいずれか低い額 

 

(5) 青年団体育成助成事業 

１ 青年が自己及び相互の向上を図るための情報交換活動 

２ 社会奉仕活動を行う事業 

３ 地域への貢献及び活性化に寄与する事業 

４ 青少年健全育成に関する事業 

５ 青少年が参加する事業 

  

次のいずれにも該当

する団体 

（１）仲間づくりや

住みよい地域づ

くりを目的とし

て、自主的に継

続して活動する

青年団体である

こと。 

（２）団体の構成員

のうち、鳥取市

に居住する者が

５人以上であ

助成対象経費に１０分の１０を

乗じて得た額以内で算定した額

と５万円のいずれか低い額 

政治活動、宗教活動又は

営利事業を行わないこ

と。 



り、かつ、３５

歳未満の者が概

ね半数を占めて

いること。 

 

(6) 青年のイベント助成事業 

小学校区を越えた範囲に在住する青少年が参加する事業。 

鳥取市に居住、在勤

又は在学している３

５歳未満の者で構成

される団体であるこ

と。 

 

助成対象経費の合計額（助成事

業に要する経費の総額から事業

収入（本助成金を除く。）を除

いた額を限度とする。）に４分

の３を乗じて得た額（１，００

０円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた額とす

る｡）以内で算定した額と８万円

のいずれか低い額 

（１）同一の対象団体に

対する本助成金の交付

は、同一年度につき１回

限りとする。 

（２）連続して３回以上

本助成金の交付を受けて

いる場合を除く。 

（３）政治活動、宗教活

動又は営利事業を行わな

いこと。 

（７）全国青年大会派遣費助成事業 

  日本青年団協議会等が主催する全国青年大会（以下「全国

青年大会」という。）の選手派遣に要する経費に対して助成

し、スポーツ・文化活動を通じた青年同士の友好親善を深め、

もって本市の青年団体等の健全な育成を図る 

全国青年大会に出場

する鳥取市の選手団 

助成対象経費から他の補助金等

の特定財源に相当する額を減じ

た額に１０分の１０を乗じて得

た額（その額に１，０００円未

満の端数があるときは、その端

数を切り捨てた額とする。）以

内で算定し、予算の範囲内で交

付 

 

別表第２（第８条関係） 

助 成 対 象 経 費 

 次に掲げる経費、ただし会の構成員に対するもの及び備品購入は除く。 

・報償費 （講師・専門家等への謝礼等） 

・旅 費 （講師・専門家等の交通費、通行料金等） 

・需用費 （チラシ・ポスター等の印刷費・材料費、消耗品費等） 

・役務費 （通信運搬に係る経費、保険料等） 

・使用料及び賃借料 （会場使用料、車両・機械等の賃借料等） 

 


